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第１章 事業概要 

 

１－１．事業の趣旨 

 

１）背景 

徳島地域においては、人口１０万人当たりの糖尿病死亡率が全国ワーストワン（注１)であり、

産学官の取組みによる世界レベルでの糖尿病研究開発臨床拠点の形成を通じて、県民的課題で

ある糖尿病の克服を図るとともに、先進的な医療・サービスを提供する健康・医療産業の創出・

集積（注２）を進めている。 

一方、生活様式が急速に変化したため、糖尿病の蔓延が懸念されている国も出てきている。

例えば、２０１０年３月の「New England Journal of Medicine」で発表された調査結果では、

中国の糖尿病有病者数は９，０００万人を超え、さらに約１５％が糖尿病予備軍という世界一

の糖尿病大国になってきたと報じられている。今後、早期診断による予防対策がより一層重要

となってきている。 

現在、本地域では先端的な生活習慣病健診サービスを活用して、中国人旅行者を対象とした

「健診サービス」を積極的に推進している。具体的には、中国国内での生活習慣病健診に関す

るサービスや機器などを一体化したワンストップサービスについての事業性評価に向けた調査

事業に取組み、本地域の健康・医療産業の活性化を図ろうとするものである。 

（注１）人口動態統計：平成５～１８年（１４年連続）、２０～２３年：ワースト１ 

（注２）平成２１～２５年度 文部科学省「知的クラスター創成事業」等の地域指定 

 

２）目的 

本地域が目指す糖尿病研究開発臨床拠点の形成を通じて生まれた糖尿病対策に係る最新のサ

ービスや製品等を国内はもとより、新たな市場として同じ課題を抱える中国をはじめとする海

外諸国に継続的に展開することにより、我が国のヘルスケア産業の活性化と諸外国における医

療・衛生対策の向上に資することを目的とする。 

例えば、中国・湖南省は人口約６，５００万人（省都：長沙市の人口約７００万人）の発展

が著しい内陸部の地域であり、２０１１年１０月２４日には徳島県と友好県省関係樹立の協議

書を交わし、地方政府間における医療・衛生や学術分野などの交流・協力を推進することとし

ている。 

特に、医療・衛生分野では、湖南省衛生庁や湖南省人民病院とのこれまでの交流から、同省

でも今後の課題として重要視している糖尿病予防対策で徳島地域との連携に強い期待感を有し

ている。 

そこで、湖南省衛生庁との連携のもと、徳島大学で実施している質の高い生活習慣病健診サ

ービスについて、庁所管の人民病院等におけるモデル的な導入・展開を目指して現地実証調査

事業を行い、当面、人民病院等における本格的サービスの導入実施を推進することにより、サ

ービスに必要な医療機器等の展開や栄養管理・指導技術の導入、治療食提供等新たなサービス

を定着させ、新たな市場確保に向けた基盤を創出していくとともに、将来的には湖南省及び周

辺地域における拡大を通じて、更なる事業の市場拡大を図るものである。 
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１－２．事業計画 

 

１）事業スキーム及び事業収支の当初見通し 

中国では生活様式が急速に変化したため、糖尿病の蔓延が懸念されている。一部の研究調査

では、中国の糖尿病有病者数は９，０００万人を超えており、そのうち成人の糖尿病有病率は

９％台で約１０人に１人が糖尿病であり、さらに約１５％が糖尿病予備軍とされている。特に、

糖尿病と疑われる人の約６割が診断も治療も受けていない可能性があり、早期診断による予防

と治療への期待が高まっている。 

こうしたことから、本地域の医療観光でも提供し、好評価を受け成果を上げている徳島地域

の先進的な生活習慣病健診サービスを、現地の医療サービスの状況や環境を踏まえていち早く

提供することにより、徳島型の健診サービスや診断機器による新たな市場の開拓を目指すもの

である。 

 

図表・１ 事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国・湖南省 

人民病院等 

糖尿病患者・予備軍 

大塚製薬(株) 

(株)ユネクス等 

製造業 

(医療機器、食品等) 

日本アミタス(株)等

専門サービス業 

(病院治療食、栄養管

理・指導技術等) 

徳島大学病院等 

医療機関 

(健診サービス) 

現地の他の 

医療機関 

技術力向上 

収入増 

●技術移転、コンサル等 

○コンサル料 

●教育研修、業務委託 

コンサル等 

○委託料、コンサル料 

●徳島型健診

サービス 

○診療費 

●徳島型健診

サービス 

○診療費 

●徳島型健診サービス ○診療費 ●研修 ○研修費 

●もの、サービス、情報の流れ 

○お金の流れ     【凡例】 

ＱＯＬ向上 

 

技術力向上・収入増 

症例数・収入増 

市場開拓 

収入増 

市場開拓 

収入増 

訪日検診

(インバウ

ンド効果) ●製品販売、保守点検等 

○購入費、保守管理費 
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図表・２ 事業収支の見込み 

 

(単位：千万円) 

収支項目 2012 2013 2014 2015 

収入 

物品販売収入 0.1 3.1 8.2 13.4 

専門サービス収入 0.1 0.5 1.5 3.0 

合 計 0.2 3.6 9.7 16.4 

支出 

人件費 0.6 0.8 1.4 2.0 

材料費 0.1 0.2 0.4 0.8 

設備費 0.1 0.1 0.1 0.1 

外部委託費 0.1 0.2 0.4 0.6 

研究開発費 0.1 0.1 0.2 0.3 

経費等 0.3 2.2 4.5 8.4 

合 計 1.3 3.6 7.0 12.2 

収支 
単年度 ▲ 1.1 ▲ 0.0 2.8 4.2 

累 計 ▲ 1.1 ▲ 1.1 1.6 5.8 

 

 

収支計画では、物品販売収入として検査試薬、医療機器、健康食品等を見込んでおり、また、

専門サービス収入として病院治療食サービス等を見込んでいる。 

なお、医療機器については既に中国での薬事承認を取得し販売可能な環境を整備しており、ま

た、検査試薬については自由診療対象商品としての展開を想定している。 

また、病院治療食サービス等については、今回の調査事業を踏まえ、より具体的なニーズに基

づく事業収支を見込むこととしている。 
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２）事業体制 

本県の健康・医療産業の創出・集積に向けたプロジェクトを進める参画機関を中心に事業の

実施体制を構築する。 

 

（１）代表団体 

健康・医療産業の創出・集積プロジェクトの推進機関であり、県及び徳島大学等とも密接な

連携体制を図ることが可能な（公財）とくしま産業振興機構を代表団体とし、事業のマネジメ

ントを行う。 

 

（２）参画機関、企業 

徳島地域の先進的な生活習慣病健診サービスの事業化において、サービスを実施している徳

島大学、診断機器等を製造・販売する大塚製薬（株）、（株）ユネクス、さらには治療食サービ

スや健康食品を提供する日本アミタス（株）を参画団体等として構成し、各参画団体等におい

ては事業化の検討を行う。 

 

（３）協力団体 

徳島県は、医療サービスの国際化を推進する観点から庁内の関係部署との調整をはじめ、県

と湖南省との友好提携関係に基づき、事業の円滑な実施のために湖南省政府との必要な調整を

行う。 

また、（社）徳島県医師会には、医療サービスの国際化に向けての指導、助言を求める。 

 

図表・３ 実施体制及び各主体の役割 
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代表団体 （公財）とくしま産業振興機構 

大塚製薬 

ユネクス 

医療機器等

の展開 

徳島大学 

健診サービ

スの展開 

日本アミタス

生活内容調

査、病院治療

食等の展開 

徳島県 

・医療サービス

の国際化推進 

・中国グローバ

ル戦略の展開 

 

 

徳島県 

医師会 

 

湖南省衛生庁  【中国・湖南省（長沙市）】  湖南省人民病院等 

交

流 事業化の展開 

連

携 

連

携

助

言 

周辺調査地域  政府保健省  【モンゴル国】  モンゴル健康科学大学湖

南省人民病院等 
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３）想定される成果 

世界一の糖尿病大国となった中国や将来的に同様の問題が顕在化する可能性のあるモンゴル

国において、徳島地域の先進的な生活習慣病健診サービスが事業化され、糖尿病予防対策にお

ける健診サービスのモデルとして定着、さらには普及・拡大した場合、様々な成果が想定され

る。 

 

（１）事業化による直接的な成果 

健診サービス全体をパッケージ化し、ノウハウ及び健診結果に基づく事後指導等も含め提供

した場合、 

・健診サービス提供のための技術移転、コンサルティングに伴う事業収入効果 

・健診サービスで使用する医療機器や健診試薬などの販売やメンテナンスに伴う事業収入効

果 

・事後指導における病院治療食サービスや健康食品の販売や栄養管理・指導に係るコンサル

ティングや受託業務に伴う事業収入効果 

など、国内のヘルスケア産業の海外展開（アウトバウンド）による新たな市場拡大の効果が

期待できる。 

 

特に、徳島地域では、産学官の取組みによる世界レベルでの糖尿病研究開発臨床拠点の形成

を通じて、先進的な医療・サービスを提供する健康・医療産業の創出・集積を進めており、本

事業で得られた手法やノウハウ、人的ネットワークは、糖尿病大国である中国等に対し、引き

続き、今後生まれてくる糖尿病関連の新しいサービスや製品等を円滑に展開する戦略基盤とし

て大いに活用する。 

 

また、本事業成果の幅広い活用を図るため、医療機関や健康・医療関連企業等に情報提供す

ることにより、徳島地域はもとより日本の質の高い医療サービスに対する海外のニーズや期待

への理解が深まり、新たな医療サービス国際化の推進に資する材料として期待できるとともに、

本地域が進める中国人等を対象とした健診サービスの提供というインバウンド面においても相

乗的な効果が期待できる。 

 

なお、本調査事業の対象国・地域は、今後、大いなる経済成長や発展が見込まれる内陸部の

中国・湖南省であり、新たな市場として中国内陸部への展開を検討するに当たってのモデルケ

ースとなるものであり、基礎的情報としての活用ができるものと考えている。また、モンゴル

国については、急速な経済成長に伴い医療・衛生サービス分野の市場拡大が期待される地域で

あり、近い将来において高度なサービス展開の可能性を有する地域である。 

 

（２）事業化による間接的な成果 

本事業では、日本の質の高い医療サービスとして、徳島型生活習慣病健診サービス等が提供

されることにより、中国等の当該分野における検診技術やシステムの向上に貢献するとともに、

サービスや医療機器等の普及を通じて、ジャパンブランドが浸透し、社会的・経済的な影響、

効果が期待できる。 
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また、徳島地域が本事業を実施するに当たっては、徳島県と中国・湖南省との地方政府間の

友好県省関係樹立の協議書（友好提携）を基盤としている。両地方政府間の合意に基づく医療・

衛生分野の具体的な交流の取組みとして、また、糖尿病克服という共通課題に対する連携した

取組みとして、我が国はもとより中国国内においても地方外交のモデルケースとして、社会的

な影響が期待できるものと考えている。 

モンゴル国については、本県の様々な交流関係を発展させるともに、我が国が様々なプロジ

ェクトを推進する上でプラスとなる、良好な対日感情のさらなる醸成に資するものと考えてい

る。 

 

さらに、生活習慣病の健診を通じた連携により、徳島大学及び湖南省人民病院等において、

糖尿病関連の研究や技術開発などでの新たな関係が構築され、医療技術の進歩に不可欠な資本

や技術の蓄積を促進する効果が期待できる。徳島型の健診サービスが普及することにより、本

地域が進める世界レベルでの糖尿病研究発臨床拠点の形成に対する認知度が向上し、糖尿病研

究の分野などの学術連携により共同研究や人材交流など地域間交流における波及効果も期待で

きる。 
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第２章 中国を対象国とした事業展開の可能性 

 

２－１．今年度事業における実施予定内容 

 

１）実施予定項目 

本年度は需要調査事業として、湖南省衛生庁との連携のもと、次年度に予定する庁所管の人民病

院等における実証調査事業の実施に向け、以下の通り、現地サービスの制度設計、必要な手続きや

規制等の状況、将来的な需要見込み等について所要の調査・調整を行い、現地実証調査のための環

境整備を予定していた。 

 

（１）湖南省衛生庁等との調整協議 

・湖南省衛生庁等との調整協議（現地訪問、徳島招聘） 

・調査構成団体等による協議 

（２）健診サービス等の需要調査 

・検査試薬（アディポネクチン検査）の需要調査 

・医療機器（ＦＭＤ：血管内皮機能検査機器）の需要調査 

・病院治療食及び健康食品の需要調査 

（３）現地医療関係者との交流 

・人民病院医師、看護師、栄養士等の研修（徳島型健診サービスの見学、訪日・現地研修等） 

・講演会等の実施（徳島大学による日本の糖尿病対策の現状等についての講演等） 

（４）調査結果の取りまとめ 

・中国の医療・衛生に関する施策、制度等 

・中国の医療機関における健診サービス及び周辺サービス 

・中国の医療機関における医療サービス 

・日本の健診・医療サービスにおける中国への展開可能性 

 

図表・４ 今年度事業における実施スケジュール 

実施項目 

平成 24 年 平成 25 年 

７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

(1)調査組織によ

る国内協議 
準備 

○ 
全体会議 

 ○ 
ＷＧ 

 ○ 
ＷＧ 

 ○ 
全体会議 

(2)現地との調整

協議 
 

○ 
訪問 

○ 
招聘 

○ 
訪問 

 ○ 
訪問 

○ 
訪問 

 

(3)現地需要調査    ○ 
訪問調査 

 ○ 
訪問調査 

  

(4)医療交流講演

会の開催 
      ○ 

講演会 
 

(5)報告書作成     ○ 
中間報告 

  ○ 
最終報告 
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図表・５ 今年度事業における実施体制 

 

関係事業者 実施内容・役割 

調
査
構
成
団
体 

代表団体 (公財)とくしま産業振興機構 
事業全体の推進・コーディネート、調査結果のとり

まとめ 

参画機関 国立大学法人徳島大学 健診サービスの試行的導入、医療スタッフ等の育成 

参画機関 大塚製薬(株) 健診試薬に関する試行的導入及び市場調査 

参画機関 (株)ユネクス 医療機器に関する指導及び市場調査 

参画機関 日本アミタス(株) 
生活内容アセスメント調査並びに治療食サービス、

健康食品に関する試行的導入及び市場調査 

協力団体 徳島県 湖南省衛生庁との連絡調整 

協力団体 (社)徳島県医師会 医療サービス国際化への指導、助言 

 

 

２－１．今年度事業における実施状況 

 

１）実施した内容 

本調査事業の具体的な取り組みを円滑に進めるための環境整備として、先ずは、徳島県が主

体となり湖南省・衛生庁等との間で医療・衛生分野の交流に係る包括的な合意形成に向けた

県・省間の調整を行い、交流協議書の締結に至った。 

・締結日 平成２４年９月４日 

・場 所 湖南省衛生庁 

・協議書 日本国徳島県と中華人民共和区湖南省との医療衛生分野の友好関係締結に関する

協議書 

・署名者 徳島県商工労働部長、保健福祉部長 

湖南省衛生庁長 

・分 野 医療衛生に係るサービス、科学研究、産業振興、人材育成・管理 

糖尿病対策に係るサービス、研究、人材育成等 
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２）実施予定内容の中止 

当該交流協議書の合意に基づき、９月下旪の湖南省訪問による調整・協議、１０月の湖南省

招聘等により、本調査事業を本格的に推進するため、湖南省衛生庁の担当窓口と日程調整等を

進めていたが、中国政府と日本国政府間の関係が悪化し、訪問日程調整の連絡を何度も行った

が、コミュニケーションが取れない状況となった。 

 

１０月以降も両国の関係が改善される兆しは無かったため、当初計画していた調査を事業実

施期間内で実施することが困難であると判断し、下記に挙げる未着手の残業務は行わないこと

とした。 

・湖南省衛生庁等との調整協議 

現地訪問（３回）及び招聘(１回)を通じた調整協議、実証調査事業の実施環境の整備を中

止することにより、現地実証調査の実施に向けた調整協議において必要不可欠な人事交流に

大きな支障が生じるとともに、直接的な交流機会が失われることにより協議再開も困難な状

況となった。 

・健診サービス等の需要調査 

現地訪問による医療機器やサービスの需要調査、価格設定の考え方に関する調査を中止す

ることにより、現地の具体的な需要が掴めなくなることから、健診サービス等の内容や価格

設定などの事業化に必要な検討が行えず、事業性や実施可能性の評価が不可能となった。 

 ・現地医療関係者との交流 

現地講演会の開催、啓蒙活動を中止することにより、健診サービス等について、医療関係

者等に対する啓蒙・普及が行えず、生活習慣病対策に関する新たな社会的需要の創出が困難

になるとともに、世界的な課題である糖尿病等の克服に向けた国際的な連携機会を喪失する

こととなった。 

 

３）今後の展開 

このように平成２４年度の事業において目指していた、中国を対象国とした事業展開の可能

性について必要な調査を実施できず、平成２５年度における現地での生活習慣病健診サービス

の本格モデル実施に向けた必要な協議や環境整備を達成できなかったが、中国政府と日本国政

府の状況を踏まえつつ、徳島県と湖南省との医療衛生分野の友好交流協議書に基づき、徳島型

生活習慣病健診サービスの展開検討をはじめ、糖尿病対策に係るサービス、研究、人材育成等

を必要な交流を進めていく。 

 



 

 13 

第３章 モンゴルを対象国とした事業展開の可能性 

 

本事業では、徳島型生活習慣病健診サービスの中国における市場確保に向けた基盤創出だけで

なく、将来的にそれを周辺地域にも拡大し、更なる市場拡大を図ることを目的としている。 

そこで、当初計画に加え、徳島型生活習慣病健診サービスの展開可能性を検討するための基本

調査として、周辺地域であるとともに、当該健診サービスの実施主体である徳島大学が糖尿病関

連等の分野で学術交流協定を締結し、既にネットワークを有するモンゴル国を対象とした調査を

行った。 

同国においても、近年、糖尿病等の生活習慣病の蔓延は大きな社会問題となってきており、本

調査を実施することにより、徳島型生活習慣病健診サービスの新たな啓蒙・普及が実現だけでな

く、徳島大学が取り組む学術交流の効果とも相まって新たな市場の開拓につながることが想定さ

れるとともに、発展途上国への社会貢献という観点からも実施する意義は高いものである。 

 

３－１．モンゴル国に関する基本情報 

 

１）社会環境 

モンゴル国では、人口を増やす政策や生活環境の向上による平均寿命の伸張により、人口が

増加し、経済成長を遂げているが、医療、教育サービスや、就業機会を求めて地方からウラン

バートル市に人口が集中し、大気汚染などの深刻な都市問題も発生しており、これら都市問題

への対応も必要となっている。 

 

（１）モンゴル国の人口の状況 

モンゴル国の国家統計委員会発表の人口（２０１１年）は、２８１万１，６００人であり、

２０００年比較で４０万４，１００万人、１６．８％の増加となっている。増加の要因として

は、国力増強のため１９５０年代から積極的な人口増加政策が採られたことや農業や家畜の生

産拡大、経済発展による都市化などが考えられ、２０１５年か２０１６年には３００万人に達

する見込みとなっている。 

 

図表・６ モンゴル国の人口推移 
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全人口うち６７．１％が都市地区に、３２．９％が農村地区に居住しており、２０００年比

較では、都市地区に人口割合が９．９ポイントの増加となっている。 

また、首都ウランバートルの人口（２０１１年）は、１２８万７，１００人であり、全人口

の４５．８％が首都に集中している。 

 

（２）モンゴル国の年齢構成の状況 

モンゴル国の年齢構成は、０－１４歳人口が約７６万５，０００人（割合２７．２％）、１

５－６４歳人口が約１９３万４、０００人（割合６８．８％）、６５歳以上人口が約１１万２，

０００人（割合４．０％）となっている。 

２０００年比較では、０－１４歳人口の割合が６．５ポイントの減少、１５－６４歳人口の

割合が６．０ポイントの増加、６５歳以上人口の割合が０．５ポイントの増加となっている。 

 

図表・７ モンゴル国の年齢構成推移 
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（３）モンゴル国の平均寿命 

モンゴル国全体の平均寿命（２０１１年）は、６８．３２歳で、男性が６４．６８歳、女性

が７３．７６歳となっており、世界の平均寿命予測ではモンゴル国は１５３位となっている。 

出所）モンゴル国 政府保健省「健康指標２０１１」 
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２）経済環境 

モンゴルは、世界で有数の地下資源大国であり、モンゴル南部で開発が進められている鉱山

開発（銅や石炭）によって、莫大な鉱物資源収入を得始めており、経済成長が非常に速いスピ

ードで進んでいる。 しかし、急速な経済成長の恩恵が貧困層に行きわたらず、従来から大きか

った貧富の格差がさらに拡大しており、大きな課題となっている。 

 

（１）モンゴル国の GDP の状況 

モンゴル国の名目ＧＤＰ（２０１１年）は、１１兆８７０億トゥグルグ（約６，１７０億円）

であり、前年比で約３１．８％の大幅な増加となっている。 

GDPの構成は、鉱工業分野が２００５年以降連続して第１位で、鉱工業の割合は２１．７％

となっており、一方、伝統的生業の農牧業は２００９年まで２割を維持してきたが現在の割合

は１３．０％、また、製造業は増加しているものの９．２％と未だ１桁台の割合となっている。 

また、一人当たりの名目ＧＤＰは、約３９８万トゥグルグ（約２２万円）であり、前年比で

約３０．２％の大幅な増加となっている。 

 

図表・８ モンゴル国のＧＤＰの推移 
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図表・９ モンゴル国の一人当たりの名目ＧＤＰの推移 
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（２）モンゴル国の所得の状況 

 国会統計委員会の発表による、２０１１年のモンゴル人の主な職種の平均月給与は、以下の

とおりであるが、近年、大幅に増加してきている。 

・金融業     ８８６，９００トゥグルグ（49,354 円） 

・鉱山業（採掘） ７３２，４００トゥグルグ（40,757 円） 

・国家公務員幹部 ４３４，３００トゥグルグ（24,168 円） 

・加工業     ４０２，４００トゥグルグ（22,393 円） 

・保健、社会福祉 ３８２，４００トゥグルグ（21,280 円） 

・サービス業   ３０５，３００トゥグルグ（16,989 円） 

・農牧業等    ２０３，１００トゥグルグ（11,302 円） 

・平均給与   約４３万トゥグルグ（23,929 円） 

 

また、モンゴル人世帯の平均月額世帯所得では、以下のとおりであるが、共働きや月給以外

の二次所得のある世帯も多いため、平均月給与より高い額となっている。 

２０１１年         ２００７年 

収入：トゥグルグ   ５０３，９３６（28,043 円） ２３９，１７９（13,310 円） 

うち給与      ２４８，３８５       １０５，０５８ 

うち年金・公的扶助 １１４，３６８        ４０，２０５ 

うち個人事業所得   ９８，６２７        ７２，０１９ 

うちその他      ４２，５５６        ２１，８９７ 

支出：トゥグルグ   ５０７，８０１（28,258 円） ２６７，９８６（14,913 円） 

出所）「モンゴル統計年鑑２０１１」 

 

しかし、一方で、世界銀行とモンゴル国家統計委員会の２０１１年調査では、同国の貧困率

は２９．８％、８３万７，６００人が貧困者との結果も報告されている。 

２０１１年の国民１人当たりの１ヶ月の生活費 

国平均   １６０，３６５トゥグルグ（8,924 円） 

非貧困層 １９７，５０９トゥグルグ（10,991 円） 

貧困層   ７２，８２１トゥグルグ（4,052 円） 

＊貧困層：１人当たり１日２ドル以下で生活 

 

（３）日本との関係 

モンゴル国とは、１９７２年２月に外交関係を樹立し、２０１２年には「日・モンゴル外交

関係樹立４０周年」を迎えている。 

１９９０年にモンゴルが民主化・市場経済化への移行を始めてから現在に至るまで、我が国

はモンゴルの最大援助供与国となっている。 

 

また、在モンゴル日本国大使館が、２００４年１１月に実施した世論調査結果では、７割超

が「日本に親しみを感じる」と回答したほか、「最も親しくすべき国」として第１位になるな

ど、モンゴル国はきわめて良好な対日感情を有する国となっている。 
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徳島県との関係では、阿南市（旧那賀川町）が１９９２年４月、モンゴルの子どもたちに野

球道具を贈ったことから、野球を通じた交流が続いており、日本とモンゴルの国交４０周年を

記念し、両国の野球交流史を描いた 映画「モンゴル野球青春記」が製作され、この春に一般

公開される予定となっている。 

 

徳島大学では、２００５年６月、徳島大学・医学部との学術交流協定に始まり、２００７年

１０月には、大学間の協定へと発展させ、活発な交流を行っている。 

学生交流では、これまでに１５名の留学生が徳島大学を修了し、医師や研究者としてモンゴ

ル健康科学大学などで活躍しており、昨年１０月には、徳島大学モンゴル留学生同窓会が設立

されており、現在も２０人余りの留学生が徳島大学で学んでいる状況であり、更なる人的交流

の拡大が期待できる。 

また、学術交流では、本県の課題である糖尿病関連をはじめ、医学、歯学、薬学の分野で医

療や教育交流を推進しており、２０１１年６月にはモンゴル健康科学大学内に徳島大学オフィ

スを開設し、その交流を加速化している。 

 

 

 
 

２０１２年１０月５日          ２０１２年１０月５日 

徳島大学 モンゴル健康科学大学    徳島大学モンゴル留学生同窓会の設立 

学術交流協定の更新 

出所）徳島大学ＨＰより 
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３－２．モンゴル国の医療環境 

医療環境について、モンゴル国政府保健省が発行する「健康指標２０１１」、モンゴル国での現

地訪問調査におけるヒアリング等に基づき判る範囲で記述する。 

 

１）疾病構造 

 

（１）主な死因の状況 

主な死因について、２０１１年の上位５位までの状況は、次のとおりである。 

・上位５位（粗死亡率：１／１万人） 

①循環器系疾患 ２２．５８人（構成 ３６．７％） 

②悪性腫瘍   １２．６３人（構成 ２０．５％） 

③外傷と中每  １１．２３人（構成 １８．３％） 

④消化器系疾患  ５．５０人（構成  ８．９％） 

⑤呼吸器系疾患  ２．３９人（構成  ３．９％） 

 

（２）死亡率の状況 

死亡率について、２０１１年のモンゴル国全体では０．６２％となっており、２０００年以

降０．５％台後半から０．６％台前半で推移している。 

 

２）医療費の状況 

モンゴル国の２０１１年の医療費総額は、約３，３３７億トゥグルグ(約１８６億円)であり、

GDP の３．１％を占めており、２０００年の４６９億トゥグルグ（約２６億円）（GDP 比４．

６％）から７倍の大幅な増加となっている。 

 

図表・１０ モンゴル国の医療費総額及びＧＤＰに占める割合 
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医療費総額のうち、保健サービスが約２，２３０億トゥグルグ（約１２４億円）、約６６．

８％を占めており、このうち家庭医院や地区医院で約１，３８０億トゥグルグ（約７７億円）、

専門病院や総合病院で約６３５億トゥグルグ（約３５億円）となっている。 

医療費の財源構成では、政府支出が７６．０％、健康保険資金は２０．９％、自己負担等

が３．０％となっている。 

一人当たりの医療総支出は、２０１０年で１１５，７０１トゥグルグ（約６，４３９円）

となっている。 

 

３）医療機関の状況 

モンゴル国では、一般市民は家庭医院・地区医院で診察を受け、必要に応じて個々の専門病

院若しくは国立の総合病院に紹介される仕組みとなっている。 

 

（１）モンゴル国の医療機関の状況 

モンゴル国の医療機関について、２０１１年の状況では、１，７８４機関となっている。 

その内訳は、病院クラスが５５２機関（３０．９％）、診療所クラスが１，２３２機関（６

９．１％）となっており、また、公的医療機関が６００機関（３３．６％）、民間医療機関が

１，１８４機関（６６．４％）となっている。 

特に、首都ウランバートルには、１，０１７機関（５７．０％）が集中しており、民間医療

機関では８６０機関（７２．６％）が存在している。 

また、外資系私立病院では、韓国資本のウランバートル・ソングド病院のほか、数件の診療

所が進出している。 

公的医療機関の内訳 

・中央病院・高度専門病院  １６機関  ・広域病院         ３５機関 

・地区病院        ３３０機関  ・地区診療所       ２１９機関 

民間医療機関の内訳 

・病院    １７１機関        ・診療所 １，０３１機関 

 

（２）モンゴル国の病床数の状況 

モンゴル国の病床数について、２０１１年の状況は、全体で１６，３１２床であり、全て病

院に設置されており、公的医療機関が１３，２４３床（８１．２％）、民間医療機関が３，０６

９床（１８．８％）となっている。 

また、１，０００人当たりの病床数は約５．８人床となっている。 

 

（３）モンゴル国の患者数等の状況 

モンゴル国の患者数について、２０１１年の状況は、外来（訪問）患者数は、１７２万３，

９６５人で、人口１万人当たり６，１８７人であり、入院患者数は、６９万４，２４９人であ

り、人口１万人当たり２，４９１人となっている。 

外来患者では、呼吸器系疾患（１６．９％）、消化器系疾患（１５．４％）、尿生殖器系疾患

（１２．４％）、循環器系疾患（１２．２％）の順に多く、入院患者では、呼吸器系疾患（１５．

０％）、循環器系疾患（１４．７％）、消化器系疾患（１２．９％）、尿生殖器系疾患（１２．４％）

の順となっている。 
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（４）ウランバートル市内の病院の状況 

首都ウランバートルには、公的医療機関のうち中央病院・高度専門病院１６機関を含め医療

機関が集中しており、主要な医療機関は、次のとおりである 

・国立第１病院 

・国立第２病院 

・国立第３病院 

・国立外傷／整形外科病院 

・国立感染症センター 

・母子保健センター 

・ウランバートル・ソングド病院（私立） 

・ヨンセイ病院（私立） 

・ゴルワンガル病院（私立） 

・アチタンエリット病院（私立） 等 

 

４）モンゴル国の医療従事者の状況 

モンゴル国における医療関係者（医師、歯科医師、薬剤師、看護師、医療技術者等）につい

て、２０１１年の状況は、２１，７６３人であり、うち医師が７，９４３人（３６．５％）、歯

科医師が６５２人（３．０％）、薬剤師が１，２８４人（５．９％）、看護師が９，４２０人（４

３．３％）、医療技術者等が１，２９３人（５．９％）となっている。 

特に、男女別の状況では、医師の場合６，２８４人（７９．１％）が女性となっており、総

じて医療従事者の女性割合が高くなっている。その理由としては、職業に対する男女の優劣が

ないと、医療従事者の養成が女性の多い看護師からはじめことから医師においても女性の応募

が多いこと、男性は高収入を望む傾向にあり医師は一般的に公務員で他の職種と比較しても特

別給料が高くないため魅力的な職業ではないことなどが推測される。 

１，０００人当たりの状況では、医師が２．８５人、歯科医師が０．２３人、薬剤師が０．

４６人、看護師が３．３８人、医療技術者等が０．４６人となっている。 

なお、新たな医療従事者の育成状況は、２０１１年では、医師が７２２人、歯科医師が１４

６人、薬剤師が２０５人、看護師が７５９人、医療技術者等が５５人となっている。 

 

５）モンゴル国の医療投資の状況 

モンゴル国の２０１１年の医療費総額約３，３３７億トゥグルグ（約１８６億円）のうち、

建物の建設や維持、医療機器等の投資に約７７８億トゥグルグ（約４４億円）（２３．３％）

が充てられている。 

その内訳は、建物の建設に５３０億トゥグルグ（約３０億円）（６８．１％）、メンテナン

スに９１億トゥグルグ（約５億円）（１１．７％）、そして医療機器や車両更新に１５７億ト

ゥグルグ（約９億円）（２０．２％）となっている。 

なお、２００５年（３４億トゥグルグ）との比較では、７４３億トゥグルグ（２，２６５．

９％）の大幅な増加となっている。 
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図表・１１ モンゴル国の医療投資の推移 
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６）モンゴル国の医療情勢について 

モンゴル国の医療水準は先進国の水準に届かず、特に、高度な医療技術を要する疾病では、

経済的に豊かな国民は、中国、韓国、タイ、日本、ヨーロッパなどに渡航して治療を受けるこ

とが増えている。 

また、先進国に留学した医師、投資家や海外企業の支援により、公立病院よりも医療水準の

高い私立病院も建設されており、首都ウランバートルでは市内の富裕層や外国人を対象とした

独自の医療報酬体系で病院経営を行うケースも出てきている。 

鉱山会社や商社が、開発事業とのセットで、現地に医療施設を開設するケースもある。 

 

また、モンゴル国の医療水準の向上を図るため、医師の養成においては、専門医でなく一般

的な病気を診断できるジェネラリスト医師の養成が重要であるが、モンゴルの医師養成大学に

は、臨床研修のできる病院が無いため、新人医師は座学の知識のみで医療現場に配置されてい

る状況であり、臨床研修のできる大学付属病院の整備が強く望まれている。 
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３－３．モンゴル国への展開に係る法制度及び規制 

 

１）モンゴル国の健康保険制度について 

モンゴル国では、１９９４年１月に健康保険法が施行されている。 

学生、牧人、失業者等への適用範囲の拡大により、２０１１年現在、加入率は９８．６％に

達している。 

健康保険基金の２０１１年収支では、歳入が１，２１６億トゥグルグ（約６８億円）、歳出

が８９９億トゥグルグ（約５０億円）であり、経済成長の要因より個人の保険料負担や雇用主

負担が伸びており、３１７億トゥグルグ（約１８億円）の黒字となっている。 

歳入の内訳は、被保険者保険料が５２２億トゥグルグ（約２９億円）（４２．９％）、雇用

者保険料負担が５３４億トゥグルグ（約３０億円）（４３．９％）、法律に基づく政府からの

助成が１０９億トゥグルグ（約６億円）（９．０％）となっている。 

歳出の内訳は、外来患者サービスに１４３億トゥグルグ（約８億円）（１５．９％）、入院

患者サービスに５７８億トゥグルグ（約３２億円）（６４．２％）、また診断サービスに２０

億トゥグルグ（約１億円）（２．２％）となっている。 

また、公的医療機関に対しては、６８９億トゥグルグ（約３８億円）（７６．６％）、民間

医療機関に対しては、１８３億トゥグルグ（約１０億円）（２０．３％）の支出となっている。 

出所）モンゴル国 政府保健省「健康指標２０１１」 

 

図表・１２ モンゴル国の医療保健基金の歳出及び加入率の推移 
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２）モンゴル国における医薬品等の輸入規制について 

 

（１）輸入に関する規制・手続き  

モンゴル国において、病院、薬局に対し、医薬品を卸値で継続的に提供する場合、医薬品卸

売販売許可を持つ専門卸売業者であることが必要であり、当該許可がなければ医薬品を輸入す

ることができない。  

①医薬品の登録申請  

輸入により未登録の医薬品を輸入し流通させる時には、輸入会社は医薬品登録（医薬品の

サンプル分析も含む）の申請を国家医薬品登録局（State Drug Registry）へ行い、医薬品登

録証明書を取得する必要がある。  

②医薬品の輸入許可申請  

医薬品卸売販売の許可を得ている者が医薬品を輸入する際には、保健省の国家中央行政局

（The State central administrative organization）が発行する医薬品輸入許可が必要であ

る。なお、実際に輸入する際には、輸入の都度、上記手続きが必要である。 

 

（２）輸入通関手続きに必要な書類  

医薬品の通関には、関税当局指定の税関申告書に以下の書類を添付し、税関窓口に提出する

 ことが必要となっている。  

・インボイス             ・パッキングリスト  

・マニフェスト（船会社の作成する船積荷物明細）  

・関税及び輸入に関わる内国税の領収書  

・関税及び他税金の免除を得た場合は、関税官署からの免税証明書  

・医薬品サンプル分析結果 ・医薬品輸入許可書 ・医薬品登録証明書  

 

（３）関係及びその他諸税  

医薬品の輸入関税は５％で、ＨＳコードは３０．０３および３０．０４で、さらに内国税と

して付加価値税１０％が課されこととなる。  

 

（４）販売時の規制  

輸入者は、病院、薬局に対し卸値で医薬品を継続的に提供する許可を持つ専門卸売業者であ

り、輸入した医薬品を病院、薬局に販売できるが、一般国民に販売するには薬局としての許可

が必要となる。  

 

（５）表示（モンゴル語、ロシア語または英語）  

医薬品製造管理基準要綱に従い、モンゴル国内で流通する医薬品には、以下の表示が義務付

けられている。  

a. 製造業者名、b. 医薬品名、c. 医薬品の成分名、d. 数量・容積、e. 製造ロット番号  

f. 製造コード番号、g. 製造年月日、有効期間、h. 使用方法、保管方法、取扱い上の注意 

 

出所）ＪＥＴＲＯのＨＰ「貿易・投資相談Ｑ＆Ａ」 
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（６）医療機器について  

中古の医療器械の輸入・使用については、従前は特に制約はなかったとのことであるが、近

年、放射線関係の医療機器で、中古の輸入医療機器の使用制限が検討されるなど、中古医療機

器の輸入・使用について、制約の動きが見られるとのことである。 

出所）モンゴル国でのヒアリングをもとに(公財)とくしま産業振興機構作成 

 

３）モンゴル国における事業活動に係る制度・規制について 

 

（１）事業許可について 

モンゴル国では、許可法（Law of Licensing）により事業ライセンス（許可）が規定されてお

り、保健分野では、次の業において許可が必要となっている。 

・薬品および医療施設の生産・販売 

・健康ケアのための全サービス 

・医薬と物質が混在した薬品の生産・販売 

・専門的ヘルスケアサービスを提供する国内、国外資本による医療施設 等 

 

（２）外資企業の登記について 

①外資企業としての登記 

・自己資本金１０万ドル、このうち、２５％以上が外資であれば外資企業として登記が可能

であり、経済開発省外国投資調整登録局に申請書を提出し、申請書が受理された場合、１

４日以内に登記の是非を回答することとなっている。 

また、モンゴル企業として登記する場合には、国家登記局に登記することとなり、この場

合、自己資本金の下限は無い。 

②外資企業の駐在事務所としての登記 

・経済開発省外国投資調整登録局に申請書を提出し、申請書が受理された場合、１０日以内

に登記の是非を回答することとなっている。 

 

（３）外国人の雇用について 

外国投資法では、「外資企業はモンゴル国民を最優先に採用する。また、高度な専門的能力

を必要とされる職業については外国人を雇用しても良い」とされている。（外国投資法第２４

条１） 

また、外資企業を含むモンゴルにおける企業が外国人を雇用するに際しては、外国人労働者

総数をコントロールする制度としてクオーター制度というものがあり、毎年閣議において、分

野毎の外国人雇用枠を決定している。 

例えば、油田探査業の場合、資本金が５億１００万トゥグルグであり、従業員が５０人未満の

企業の場合、総従業員数のうちの７５％までであれば外国人を雇用しても良いとされている。

他方、建設業では、同額の資本金・同数の従業員数であれば、外国人を雇用しても良いとされ

ている割合の上限は２０％となる。 

こうした割合は、分野毎、資本金額、総従業員数により異なるため注意が必要である。 
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外国人の雇用の際には、雇用許可を得るとともに、「外国人就労金」を支払う必要がある。 

外国人１人の雇用に対し、法定最低賃金（１４０，４００トゥグルグ 約７，８１３円）の２

倍を支払う必要がある。 

 

（４）モンゴルでの土地購入について 

モンゴルでは、憲法によって個人のモンゴル国民のみが土地を所有できるとされており、法

人及び外国人がモンゴルの土地を所有することは不可能である。 

外国法人及び外国人は、国有地については管轄区域の地方行政府と、私有地については所有

者のモンゴル人との契約により、モンゴルで土地を一定期間利用することが出来るのみである。 

従って、モンゴル人から土地を購入することは、法律上無効な行為であるので、注意が必要

である（但し、内国法人（外国資本企業も含む）は、土地利用権の譲渡が可能である。） 

なお、外資企業の土地利用権は６０年未満とされており、更新は１回のみ、期間は４０年ま

でとされている。（外国投資法第２１条５） 

 

出所）在モンゴル日本国大使館「最近のモンゴル経済２０１２年９月」 
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３－４．モンゴル国における糖尿病関連サービスの市場概況 

モンゴル国の糖尿病関連情報の調査では、モンゴル健康科学大学とモンゴル第１総合病院を訪

問し、徳島県の糖尿病克服を目指した健康・医療サービス産業創出の取組みや徳島大学病院にお

ける糖尿病健診プログラムのプレゼンテーションを行い、モンゴル国の糖尿病の状況や予防・治

療の状況について意見交換を行った。 

 

１）モンゴル国における糖尿病の状況について 

モンゴル国では、１９５０年には糖尿病の症例報告はなく、１９９０年以降、社会経済変化

やライフスタイルの西洋化より、主に２型糖尿病の有病率が急激に増加している。 

１９９９年には、３５歳以上を対象にモンゴル国初の糖質代謝異常等に関する国勢調査が行

われ、２００９年にも追加調査が行われている。 

 

１９９９年  ２００９年 

■２型糖尿病  有病率  ３．１％   ６．５％（推計 約１７万７千人） 

    ■境界型糖尿病  有病率  ９．２％   ９．５％（推計 約２５万９千人） 

【モンゴル健康科学大学のプレゼンテーション内容から】 

 

これらの研究から糖尿病患者数は、１０万人と推計できるが、病院で糖尿病患者として登録

されている総数は１万１千人であり、糖尿病患者の約９０％が診断も治療も受けていない状況

であるとともに、糖尿病患者８０％が血糖、体重、血圧、血中脂質などの自己管理が悪い状態で

あるといわれている。 

 

図表・１３ モンゴル国の糖尿病患者の推移 
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出所）Health report, Health department of Mongolia, 2011 
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また、これまでは健診システムがなく、糖尿病あるいはその合併症が相当進行した状態とな

って初めて診断されるという状況であり、糖尿病合併症の有病率は高くなっている。 

・網膜症  ２９．３％（２０１０年）  ・腎症  １４．８％（２０１１年） 

・糖尿病性末梢神経障害 ７１．０％（２０１１年） 

・糖尿病性末梢血管疾患 ３２．１％（２０１１年） 

・糖尿病性足病変 １０．４％ 

＊足のリスクを伴う糖尿病患者の有病率 ４４．９％（２０１０年） 

 

新たに診断された２型糖尿病患者における肥満率は８４％であり、肥満率（ＢＭＩ値が３０

以上）も大幅に上昇してきている。 

 

図表・１４ モンゴル国の肥満率の推移 
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出所）Report of Study of NCD STEP survey in Mongolia 

 

２）モンゴル国における糖尿病対策の状況について 

政府の糖尿病対策部門では、アメリカ国際開発局の「Millennium Project」の支援を受け３年

間、糖尿病予防対策のプロジェクトを行っており、糖尿病予防のための国際カリキュラムや

ガイドラインの最適化を図り、モンゴル国に導入している。 

これにより、糖尿病予防プログラムによる糖尿病予備軍のライフスタイル変化を促す糖

尿病予防活動の実践や介入に繋げている。 

 

保健省の内分泌・糖尿病部門では、２０１０年に糖尿病の臨床ガイドライン等を作成し、承

認されており、このガイドラインでは、利用を促進する抗糖尿病薬やインスリン療法を提案し

ている。 

【抗糖尿病薬】 

・ビグアナイド剤（塩酸メトホルミン） 

・スルホニルウレア（グリベンクラミド、グリクラシド、グリメピリド）もしくはメトホル

ミン／グリラジド 

・メグリチニド 

・チアゾリジンジオン（ピオグリタゾン） 

・アルファグリコシダーゼ抑制剤（アカルボーズ） 

・ジベブチジルベブチターゼ４阻害薬（シタギリプチン） 
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【インスリン療法】 

・短時間作用型：アクトラビット 

・速効性のインスリン類似化合物：ノボラビット 

・中等度作用型インスリン：インスラタード（ＮＰＨ） 

・長時間作用性類似化合物：デテミル（レベミル） 

・二相性のインスリン：Novo Mix３０ Mixtard ３０/７０ 等 

 

ガイドラインに示された抗糖尿病薬については、全て日本で許可されている範囲内のもので

あり、むしろ日本より薬剤の選択肢が少ない状況となっている。 

 

３）モンゴル国における糖尿病健診の状況について 

糖尿病判断の診断には、フィンランドとの共同チームによって開発したモンゴル国の糖

尿病リスクスコアを基にしており、無症状の２型糖尿病に適した検診である。 

具体的には、２０１１年より糖尿病リスクスコア（家庭医を通じた糖尿病健診）を家庭医に

教育し、以下の流れで健診を実施している。 

  ①何らかの理由で家庭医を受診 

  ②家庭医が下記項目から糖尿病高リスク群を抽出 

   ・男性（あまり病院に罹らない）  ・４０歳以上 

・中性脂肪、肥満         ・家族歴 

   ・低い活動度（余暇時間の身体活動、１日に６時間以上座っているか） 

・高血圧あるいは脂質異常症の罹患 

＊リスクコアが低い人は、３年毎に糖尿病リスクコアアンケートを実施、高い人は血糖値

等測定を実施 

  ③糖尿病高リスク者に対して血糖値・ＨｂＡ１ｃを測定（必要に応じて経口糖負荷試験実施） 

   ＊糖尿病診断の費用は、１人当たり３，０００トゥグルグ（１７０円）程度であり、健康

保険で１００％カバー 

④糖尿病専門医に紹介 

 

４）モンゴル国における糖尿病関連サービスの状況について 

糖尿病あるいはその合併症が相当進行した状態となって初めて診断されるという状況などか

ら、毎年１，５００人が腎不全で人工透析の患者となっており、３０代の患者も多い状況であ

る。 

  モンゴル第１総合病院では、３０台の人工透析機を有し、毎日、１７０名の患者の治療に当

たっているが、５０人前後の待機患者を有し、機器が不足している状況である。 

また、当院の３０台のうち１０台は日本の医療法人から新品機種の提供を受けたものであり、

環境整備への支援に対する要望は強い状況である。 
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５）モンゴル国における徳島型生活習慣病健診サービスの評価について 

モンゴル国における現在の糖尿病健診に係る市場需要は、糖尿病リスクスコアで判定された

糖尿病高リスク者に対する血糖値・ＨｂＡ１ｃの測定健診が中心となっている。 

また、診断の費用も、１人当たり３，０００トゥグルグ（１７０円）程度であり、健康保

険で１００％カバーされている状態である。 

こうした状況から、モンゴル国の一般病院および国民においては糖尿病予防に係る健診サ

ービスの要求度はまだまだ低く、最先端かつ高度な健診サービスである徳島型生活習慣病健

診サービスの市場は未成熟の状況であると分析される。 

 

一方、今後の糖尿病治療や対策で先導的な役割を担うモンゴル健康科学大学においては、

徳島型の生活習慣病健診サービス自体に大きな関心を持つとともに、個別の医療機器では、

ＡＢＩ（下肢・上肢血圧比）、ＦＭＤ(血管内皮機能検査）に対する関心と評価が高かったと

ころであり、先導的なパイロット診断サービスとしての実施意義は高いと分析される。 

 

図表・１５ 徳島型生活習慣病健診サービスの内容 

動脈硬化症

内臓脂肪蓄積

血管障害

遺伝子素因 環境因子

高血糖
脂質異常

高血圧

インスリン抵抗性インスリン分泌不全

細小血管障害

血管障害予防のためトータル健診

内臓脂肪CT
（FAT スキャン）

SNPチップ遺伝子解析

75gOGTT
糖尿病シミュレータ

血圧・心電図
心エコー検査

生化学検査

尿検査（アルブミン）
末梢神経所見
心拍変動係数

FMD・PWV・ABI
頸動脈エコー検査
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危険因子の診断
内臓脂肪CT検査 OGTTシミュレータ

遺伝子解析

インスリン分泌能と作用障害を
新しい方法で正確に評価します。
（株）シスメックス

血管障害の遺伝子背景を調べます。
（株）サインポスト

内臓脂肪（赤）が100cm2

以上が病的です。

 
 

頸動脈エコー検査
（IMT)

動脈硬化の早期診断

血管内皮機能検査
（FMD）

脈波伝播速度検査
（PWV)

下肢・上肢血圧比
（ABI)

動脈硬化の始まりである
血管内皮機能障害をみつ
けます

動脈硬化の１症状である
血管の硬さを、年齢平均と
比べて評価します。

全身の動脈硬化の代表とし
て総～内頚頸動脈の動脈硬
化を、量的質的に診断します。
脳血管や心臓の精密検査の
必要性が判断できます。

 
出所）モンゴル国訪問調査 徳島大学病院 船木センター長の説明資料 
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第４章 日本の健診・医療サービスの中国等への展開可能性 

 

４－１．中国における展開可能性 

中国・湖南省への徳島型生活習慣病健診サービスの展開に向けては、平成２４年度における徳

島県独自の２回にわたる現地訪問調査・調整、さらには経済産業省の平成２２年度医療サービス

国際化推進事業による支援を受けた「平成２３年度 徳島地域・医療サービスの海外展開に係る

調査事業」による現地訪問調査など、その実現に向けた事務レベルでの調整を進めてきた。 

 

また、地方政府間での幅広い交流・協力の推進を目的に平成２３年１０月２４日に徳島県・湖

南省の友好県省関係樹立の協議書を締結、さらには、当該協議書の具体的な展開として、医療衛

生分野での交流・協力の推進を目的に、平成２４年９月４日には徳島県商工労働部・保健福祉部

と湖南省衛生庁の間で交流協議書を締結するなど、両地方政府間の強固な信頼関係に基づき推進

してきたところである。 

 

しかし、昨年の９月以降に発生した中国政府と日本国政府の関係悪化が、地方政府間の交流に

も大きな影響を及ぼしてきており、同国との交流における新たな不安定要素として、強く認識さ

れたところである。 

 

こうした状況ではあるが、糖尿病予防という世界的な課題解決に向けた両県省の交流・協力、

さらには先端的な医療機器やサービスの湖南省展開を通じた、我が国成長産業の発展と中国の公

衆衛生向上は重要な分野であり、生活習慣病健診サービスの展開については、取り巻く状況を踏

まえつつ、引き続き、その可能性を検討していく。 

 

４－２．モンゴル国における展開可能性 

モンゴル国においては、１９９０年以降の急速な経済発展や生活環境の変化により、新たな疾

病として糖尿病が課題となっており、治療などの医療水準の向上に加え、将来的には予防対策と

して生活習慣病健診サービスの需要は高まるものと予測される。 

 

２０１２年９月１８日、モンゴル国家大会議で議決された、「モンゴル国政府２０１２～２０

１６年の施政方針」では、健康分野の目標として、「モンゴル国内での良質な医療サービスの提

供の実現」や「国民の健康へのリスクの低減」が位置づけられている。 

また、アクションプランにおいても、「国家予算及び民間出資による健康健診センターの設立

し、モンゴルで全ての健康診断ができるようにすること」や「健康保険加入者を３年に１回総合

健康診断が受けられるようにすること」などが盛り込まれている。 

 

一方、現在のモンゴル国の医療情勢は、地方における１次レベルの医療サービス向上のための

臨床経験を備えたジェネラリスト医師の養成体制や高度な医療に対応できる人材育成や施設・設

備の整備が喫緊の課題となっており、大規模な資金が必要なこうした課題解決には、引き続き、

外国からの援助が必要な状況となっている。 
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現在、我が国の外務省においては、新たな無償資金協力として、モンゴル健康科学大学に臨床

実習の強化を目的とした附属教育病院を整備する「日モ教育病院整備計画」を検討しているとこ

ろである。 

 

こうした状況やモンゴル国の社会環境や医療環境を踏まえると、徳島型生活習慣病健診サービ

スに関して、ビジネスとしての市場は成熟していない状況であり、サービスの実施主体、医療機

器等サービス提供環境の整備、医師等運営スタッフなど高度医療機関や大学附属病院などモンゴ

ル国の公的機関の理解と協力のもと、先導的なパイロット事業のとしての観点からの展開可能性

の検討が必要不可欠である。 

 

モンゴル国の将来的な発展可能性、また、日本に対する親近感など、中央アジアにおける重要

なパートナー国としての強い関係を構築していくためにも、国民に最も身近な生活基盤である医

療・保健分野で諸外国に遅れることなく、我が国の存在意義を高めることは重要である。 

また、徳島地域にとってもモンゴル国との関係が強化されることにより、医療・保健分野やも

のづくり分野など、様々な分野でのビジネス展開の可能性が期待できるものである。 

 

このため、徳島大学が積極的に行っているモンゴル健康科学大学からの留学生受入れによる人

材育成や糖尿病関連などの医療指導・協力を通じた医療水準向上への貢献など、徳島地域とモン

ゴル国との強い信頼関係を活かし、モンゴル国に日本式の医療を導入・定着させるという国策的

な観点からも、経済産業省の支援を強く要望するとともに、外務省の新たな施策として地域の交

流活動を活用した地域型ＯＤＡ支援事業の創設要望など、徳島型生活習慣病健診サービスの展開

推進に向けた支援をお願いする。 
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参 考 現地訪問調査の状況 

 

１）モンゴル健康科学大学の訪問 

・日 時 平成２５年２月８日（金）９：００～１０：００ 

・場 所  モンゴル健康科学大学 

・目 的 大学幹部への挨拶及び訪問調査の概要説明 

・訪問団 徳島県 政策創造部 部長 八幡 道典【団長】 

      徳島大学 大学病院糖尿病対策センター センター長 船木 真理【副団長】 

      徳島大学 国際コーディネーター 村澤 普恵  

      徳島大学 糖尿病臨床・開発研究センター 銀 花 

（公財）とくしま産業振興機構 産学連携推進部 副部長 森口 浩徳 

  （公財）とくしま産業振興機構 産学連携推進部 主事 井内 泰 

・相手方 Sumberzul学長代理 

            Otgonbayar副学長（臨床担当）・医学部長 

            Chimedsuren公衆衛生部長 

            ほか４名 

・概 要 

①八幡団長挨拶 

②プレゼン  森口副部長 

     徳島「健康・医療サービス産業」創出の取組について 

③プレゼン 船木センター長 

     徳島における糖尿病健診について 

④スンベルズル学長代理挨拶 

⑤記念写真 

 

・日 時 平成２５年２月８日（金）１２：００～１３：３０ 

・場 所  モンゴル健康科学大学 

・目 的 モンゴル国の糖尿病に関する調査 

・相手方 Otgonbayar副学長（臨床担当）・医学部長 

            Sainbileg上級講師（内分泌科分野） 

      ほか４名 

・概 要 

①プレゼン Sainbileg上級講師 

     モンゴルの糖尿病の現状について 

   ②意見交換でのヒアリング 
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２）モンゴル国保健省の訪問 

・日 時 平成２５年２月８日（金）１０：３０～１１：００ 

・場 所  保健省 

・目 的 モンゴル国の医療環境に関する調査 

・相手方 Oyunchimeg行政管理部長 

            同席 Otgonbayar副学長（臨床担当）・医学部長 

・概 要 

①八幡団長挨拶 

②説明 森口副部長 

     徳島「健康・医療サービス産業」創出の取組について 

③意見交換 

 

・日 時 平成２５年２月８日（金）１１：１０～１１：５０ 

・場 所  保健省 

・目 的 モンゴル国の医療環境に関する調査 

・相手方 Munkhbat医療サービス調整部長 

            Gonghigsuren健康科学部長 

            同席 Otgonbayar副学長（臨床担当）・医学部長 

・概 要 

①意見交換 
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３）モンゴル第１総合病院の訪問 

・日 時 平成２５年２月８日（金）１５：００～１６：３０ 

・場 所  モンゴル第１総合病院 

・目 的 モンゴル国の糖尿病に関する調査 

・相手方 Enkhzorig渉外担当 

            Tsetsgee糖尿病専門医 ほか１名 

・概 要 

①病院の概要説明 Enkhzorig 渉外担当 

・１９２５年設立、現在の建物は１９７１年建築 

・７２２名のスタッフ、５４４床のベッド、年間患者数約２３万人（入院患者２万人、

外来患者２１万人）で、モンゴル国で最大規模の病院 

・特に、６つの特殊センターを有しており、内分泌センター内には国内唯一の糖尿病専

門機能が設置されており、２名の糖尿病専門医（外来）と２名の栄養士が所属、合併

症は基本当院で対応している状況 

・２０１３年９月には２００床の新病棟が開設予定 

   ②プレゼン 船木センター長 

     徳島における糖尿病健診について 

③意見交換でのヒアリング 

④病院施設の視察 
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【モンゴル国の風景】 

 

 
チンギスハーン国際空港着陸   空港からウランバートル市内への主要道路       モンゴルの原風景 

 

 
大渋滞のウランバートル市内       開発が進むウランバートル市内      開発と遊園地（冬季は休業中） 

 

    
近代化が進むスフバートル広場周辺     モンゴル国の国会・政府庁舎     近代化が進むスフバートル広場周辺 

 

 
モンゴル独立の父 スフバートルの騎馬像 

 


